
諮問事件第４２号

「個人情報開示請求者に係わる平成○○

年○○月○○日○○市内で発生した交通

事故に関する平成○○年○○月○○日に

作成された文書で、一部事実と異なる供

述調書と○○警察署内で作成された個人

情報開示請求者に係わる供述調書。」の個

人情報開示請求拒否決定に対する異議申

立てに係る答申書

群馬県個人情報保護審議会
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１ 審議会の結論

群馬県公安委員会の決定は、群馬県個人情報保護条例の解釈及び運用を誤ったも

のではなく、妥当であると認められる。

２ 諮問事案の概要

（１）自己の個人情報の開示請求

異議申立人（以下「申立人」という。）は、平成２７年２月６日付けで、群馬

県個人情報保護条例（平成１２年群馬県条例第８５号。以下「条例」という。）

第１２条第１項の規定に基づき、群馬県公安委員会（以下「実施機関」という。）

に対し、「個人情報開示請求者に係わる平成○○年○○月○○日○○市内で発生

した交通事故に関する平成○○年○○月○○日に作成された文書で、一部事実と

異なる供述調書と○○警察署内で作成された個人情報開示請求者に係わる供述調

書。」について、自己の個人情報として開示の請求（以下「本件開示請求」とい

う。）を行った。

（２）実施機関の決定

実施機関は、平成２７年２月１８日、本件開示請求に係る個人情報を、「個人

情報開示請求者に係わる平成○○年○○月○○日○○市内で発生した交通事故に

関する平成○○年○○月○○日に作成された文書で、一部事実と異なる供述調書

と○○警察署内で作成された個人情報開示請求者に係わる供述調書。」（以下「本

件個人情報」という。）と特定した上で、本件個人情報が条例第２９条第２項第

２号に該当することを理由に、個人情報開示請求拒否決定（以下「本件処分」と

いう。）を行い、申立人に通知した。

（３）異議申立て

申立人は、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定に基づ

き、平成２７年４月１６日付けで、本件処分を不服として、実施機関に対して異

議申立てを行った。

（４）諮問

群馬県個人情報保護審議会（以下「審議会」という。）は、平成２７年１０月

１日、実施機関から、条例第２６条の規定に基づく本件処分に対する異議申立事

案の諮問（以下「本件事案」という。）を受けた。

３ 申立人の主張要旨

申立人の主張する異議申立ての趣旨及び理由等は、異議申立書及び意見書の記載

によると、おおむね次のとおりである。

（１）異議申立ての趣旨

個人情報開示請求拒否決定の取消しを求める。

（２）異議申立ての理由

ア 申立人が開示を請求している供述調書作成時、作成をした警察官による作為、

不作為、推測、誇張等の犯罪捜査規範違反の疑い、警察法違反の疑い、群馬
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県条例違反の疑いの行為を誰か（上司又はその他の者）にさせられた可能性

があるため。

イ 他の事件（交通事故等）供述調書作成時、犯罪捜査規範、警察法、日本国憲

法、群馬県条例等に違反している疑いがあるため。

（３）開示請求に係る個人情報の特定について

確認すれば誰でも一目で確認できる犯罪捜査規範第５５条に記載の推測により

記載された箇所が何箇所かある為、正式な供述調書ではなかったので、以下に補

正する。

個人情報開示請求者に係わる平成○○年○○月○○日に○○市内にて作成され

た文書で、推測により記載された車と車の衝突を表現した図面と事故の加害者の

氏名欄に線にて１文字訂正をしてあり、○○という訂正印の無い加害者の氏名を

推測にて記載されている警察官が取得した文書。（欄外の左上に従の文字も記載

されている。）

（４）条例における請求拒否の解釈について

請求されると、問題が発生するように思料したようだ。請求を受理して、開示

を行えば、ただの文書やメモになると申立人は思料する。どこかに保管されては

いるのはわかっている。

（５）個人情報開示請求を拒否する理由に対する意見

ア 伝聞証拠、証拠書類等は、真実に基づいて作成しなければならないから、犯

罪捜査規範第５５条の２に「書類の作成に当たっては真実をありのままに～

推測、誇張等にわたつてはならない。」と記載されているのではないか。裁判

も真実に基づいて判決をくださなければならないので犯罪捜査規範等がある

のではないだろうか。

イ 申立人が開示を求めている文書が、いつ、誰が、誰に、どのようにして、何

の目的の為に作成し、又は作成を依頼され、どこで保管されているのか等を

知り把握しなければならない為、その書類を見て再度審議すべきである。

４ 実施機関の主張要旨

実施機関の主張する本件処分の理由を要約すると、おおむね次のとおりである。

（１）本件個人情報の特定について

ア 本件個人情報は、申立人が当事者となる交通事故捜査の過程において作成さ

れた、申立人等を供述人とする供述調書に記載された個人情報である。

イ 供述調書は、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号。以下「刑訴法」とい

う。）第１９８条第３項、同法第２２３条第２項及び犯罪捜査規範（昭和３２

年国家公安委員会規則第２号）第５５条の規定に基づき作成されるものであ

る。

（２）条例における請求拒否の解釈について

ア 条例第２９条第２項第２号は、法令の規定により行政機関の保有する個人情

報の保護に関する法律（平成１５年法律第５８号。以下「行政機関個人情報
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保護法」という。）第４章の規定の適用を受けないこととされる個人情報は、

条例第２節の規定を適用しないことを定めている。

イ 刑訴法に基づく「訴訟に関する書類」及び押収物は、一般的な行政文書とは

異なり、司法部門における独自の完結した体系的な制度の下にあり、例えば、

公判調書の記載の正確性につき、検察官、被告人又は弁護人は、裁判所に異

議を申し立てることができる制度が設けられているなど、訴訟に関する書類

等に記録された個人情報の取扱いについては、司法機関である裁判所の適正

な関与の下になされるものであることから、刑訴法第５３条の２第２項の規

定により、行政機関個人情報保護法第４章の規定を適用しないこととされて

いる。

ウ したがって、「訴訟に関する書類」等は、条例第２９条第２項第２号の規定

により、条例に基づく開示請求に関する規定の適用を受けない。

エ 刑訴法においては、「訴訟に関する書類」とは、被疑事件又は被告事件に関

し作成された書類をいい、種類及び保管者を問わない。

（３）本件個人情報を開示請求拒否とした理由について

本件個人情報は、刑訴法第１９８条第３項、同法第２２３条第２項及び犯罪捜

査規範第５５条の規定に基づき作成される「供述調書」である。「供述調書」は

刑訴法第５３条の２第２項に規定する「訴訟に関する書類」に該当する。したが

って実施機関は、本件個人情報は条例第２９条第２項第２号により個人情報開示

請求の適用除外であるとして、条例第１７条第２項に基づき本件処分を行ったも

のである。

５ 審議会の判断

当審議会は、本件事案について審査した結果、次のとおり判断する。

（１）条例第２９条第２項第２号について

条例第２９条第２項第２号は、個別の法令の規定により、行政機関個人情報保

護法第４章（開示、訂正及び利用停止）の規定の適用を受けないこととされる個

人情報については、当該各法令との整合性の観点から、条例においても開示請求

等の規定を適用除外することを定めたものである。

本号に関連して、刑訴法第５３条の２第２項では、「訴訟に関する書類」につ

いては、行政機関個人情報保護法第４章の規定は適用しない旨を規定しているた

め、「訴訟に関する書類」は、条例に基づく開示請求等の規定の適用が除外され

ることとなる。

なお、刑訴法第５３条の２第２項が「訴訟に関する書類」を行政機関個人情報

保護法の適用除外とした趣旨は、「訴訟に関する書類」については、①刑事司法

手続の一環である捜査・公判の過程において作成・取得されたものであるが、捜

査・公判に関する活動の適正さは、司法機関である裁判所により確保されるべき

であること、②刑訴法第４７条により、公判開廷前における訴訟に関する書類の

公開を原則として禁止する一方、被告事件終結後においては、刑訴法第５３条及



- 4 -

び刑事確定訴訟記録法（昭和６２年法律第６４号。以下「刑事記録法」という。）

により、一定の場合を除いて何人にも訴訟記録の閲覧を認め、その閲覧を拒否さ

れた場合の不服申立てにつき準抗告の手続によることとされるなど、これらの書

類は、刑訴法第４０条、第４７条、第５３条、第２９９条等及び刑事記録法によ

り、その取扱い、開示・不開示の要件、開示手続等が自己完結的に定められてい

ること、③これらの書類は、類型的に秘密性が高く、その大部分が個人に関する

情報であるとともに、開示により犯罪捜査、公訴の維持その他の公共の安全と秩

序の維持に支障を及ぼすおそれが大きいものであることによるものであるとされ

ている。

（２）本件個人情報について

本件個人情報は、申立人が当事者となる交通事故捜査の過程において作成され

た申立人を供述人とする供述調書に記載された個人情報であることは、本件開示

請求の文面から明らかである。

実施機関の説明によると、供述調書は、刑訴法及び犯罪捜査規範等を根拠とし

て被疑者供述調書や被害者供述調書等を作成するものであるが、交通事故捜査に

用いる書式については、負傷程度や関係する法令違反、事案の軽重により３種類

の書式（基本書式・特例書式・簡約特例書式）を使い分けているということであ

る。そして、本件個人情報は、被害者の負傷の程度や事故の状況から簡約特例書

式を用いて作成されたものということであるが、この簡約特例書式を実際に見分

したところ、交通事故の状況を各項目毎に定められた内容に従って取り調べた結

果を書き込むものであることが認められる。

（３）本件個人情報の条例第２９条第２項第２号（適用除外）該当性について

刑訴法第５３条の２第２項の「訴訟に関する書類」とは、被疑事件又は被告事

件に関し作成された書類をいい、種類及び保管者を問わないと解されており、裁

判所・裁判官の保管する書類に限らず、検察官、司法警察職員、弁護人等の保管

している書類や不起訴となった事件の書類も含まれると一般に解されている。

これを踏まえて検討すると、本件個人情報は、申立人が当事者となる交通事故

捜査の過程において作成された申立人を供述人とする供述調書に記録された個人

情報であるが、供述調書は、検察官や司法警察員等が犯罪の捜査をするについて

必要があるときに、被害者等を取り調べ、その供述を調書に録取するなどしたも

のであり、刑事事件の捜査の過程で作成又は取得される文書であることは明らか

といえる。

したがって、実施機関が本件個人情報を刑訴法第５３条の２第２項に規定する

「訴訟に関する書類」に該当すると判断し、条例第２９条第２項第２号の規定に

基づく適用除外として本件処分を行ったことは妥当であると認められる。

（４）申立人の主張について

なお、申立人は、「確認すれば誰でも一目で確認できる犯罪捜査規範第５５条

に記載の推測により記載された箇所が何箇所かある為、正式な供述調書では無か

った･･･」と主張する。しかし、本件個人情報は、交通事故捜査の過程において
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所定の書式に基づき作成された状況から、刑訴法第５３条の２第２項に規定する

「訴訟に関する書類」に該当することは明らかであり、「正式な供述調書では無

かった」という申立人の当該主張を認めることはできない。

（５）結論

以上のことから、「１ 審議会の結論」のとおり判断する。

６ 審査の経過

当審議会の処理経過は、以下のとおりである。

審 議 会 の 処 理 経 過

年 月 日 内 容

平成２７年１０月 １日 諮問

平成２７年１０月１６日 実施機関からの理由説明書を受理

平成２７年１２月 ７日 異議申立人からの意見書を受理

平成２８年 ３月１８日 審議（本件事案の概要説明）
（第７０回 審議会）

平成２８年 ５月 ９日 審議（実施機関の口頭説明）
（第７１回 審議会）

平成２８年 ６月 ２日 答申


